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P.2

検討の位置づけ

第37回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 放射性廃棄物ワーキンググループ 資料④ＮＵＭＯ説明資料P.10（再掲）

⚫ 放射性廃棄物ワーキンググループで示してきた考え方に基づいて、経済社会的な観点からの検討につ
いて、土地の利用に関する制限や考慮すべき点を整理する。
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（参考）事業計画策定ガイドライン（地熱発電）抜粋

第２章 適切な事業実施のために必要な措置

本章では、再生可能エネルギー発電事業者が再生可能エネルギー発電事業を実施するに 当たり、遵守すべき事項及び推奨さ
れる事項について、事業段階ごとに整理する。

第１節 企画立案

本節では、地熱発電事業の企画立案段階（発電設備を設置する土地及びその周辺環境の調査・整備を行う段階をいう。）
における遵守事項等を示す。

出典：事業計画策定ガイドライン（地熱発電）２０２３年４月改訂 資源エネルギー庁」,P6

⚫ 地中構造物が重要施設となり、また、多段階で事業性判断を行う点でも地層処分事業と類似してい
る地熱発電事業のガイドラインを参照。

⚫ 企画立案段階で「土地の選定に当たっては、事前に土地の利用可能性の確認に努める」と記載。
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（参考）事業計画策定ガイドライン（地熱発電）抜粋

前項図における「地元調整」は、以下に示す「土地及び周辺環境の調査・土地の選定・関
係手続」に該当すると考えられる。

1.土地及び周辺環境の調査・土地の選定・関係手続

① 関係法令及び条例の規定に従い、土地及び周辺環境の調査を行うこと。また、土地の選定に当たっては、事
前に土地の利用可能性の確認に努めること。

② 関係法令及び条例で規定される必要な措置や手続等について、自治体や国の関係機関に確認及び相談し、
関係法令及び条例の規定を遵守すること。なお、法律や条例等に基づく環境アセスメント手続が必要な場合、事
業計画の認定の申請を行う前に環境影響評価方法書又はこれに相当する図書（環境影響評価の方法につい
て検討した内容を記載する書類）に関する手続を開始していること。〔再エネ特措法施行規則第5条の2第3号〕

③ 自治体が個別に策定する指導要綱、ガイドライン等を遵守するように努めること。

④ 土地や地域の状況に応じた防災、環境保全、景観保全の観点から適切な土地の選定、開発計画の策定を
行うように努めること。

⑤ 地熱発電事業を行うために十分な地熱資源量が存在するか、持続的な発電に必要なデータがそろっているか
などを確認するため、運転開始前に適切な調査を行うように努めること。また、落雷や降雪等の気象条件について
調査し、長期安定的な発電に支障がないか考慮して土地の選定を行うように努めること。

⑥ 計画の遅延や採算性悪化などが見込まれるかリスク評価を実施し、事業実施の適否を判断するように努める
こと。

【解説】

①②について、地熱発電に関する主な関係法令を巻末に例示しているので、参照すること。

出典：事業計画策定ガイドライン（地熱発電）２０２３年４月改訂 資源エネルギー庁」,P7



機密性○

P.5

国土利用計画法に基づく5地域

出典：国土交通省資料「国土の利用に関する諸計画の体系」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudokeikaku_tk3_000008.html

⚫ 個別規制法による土地利用計画を総合的に体系化し、調整する機能を持つ「国土利用計画法」が
昭和49年に制定されている。

⚫ 文献調査地区について、同法に基づき5地域の規制状況の調査を実施する。



機密性○

P.6

（参考）国土利用計画法制定の経緯

出典：国土交通省資料
土地利用基本計画制度に関する検討会 第1回（平成28年1月28日）配布資料3「土地利用基本計画制度について」,P5
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（参考）５地域の概要

地域
（法第9条第2項各号）

国土利用計画法上の定義
（法第9条第2項～7項）

運用上の定義

都市地域
一体の都市として総合的に開発し、整
備し、及び保全する必要がある地域

都市計画法第5条により都市計画区域と
して指定されている又は指定されることが予
定されている地域

農業地域
農用地として利用すべき土地があり、
総合的に農業の振興を図る必要がある
地域

農業振興地域の整備に関する法律第6条
により農業振興地域として指定されている
又は指定されることが予定されている地域

森林地域

森林の土地として利用すべき土地があ
り、林業の振興又は森林の有する諸機
能の維持増進を図る必要がある地域

森林法第2条第3項に規定する国有林の
区域又は同法第5条第1項の地域森林計
画の対象となる民有林の区域として定めら
れている又は定めることが予定されている地
域

自然公園地域
優れた自然の風景地で、その保護及び
利用の増進を図る必要があるもの

自然公園法第2条第1号の自然公園とし
て指定されている又は指定されることが予定
されている地域

自然保全地域

良好な自然環境を形成している地域
で、その自然環境の保全を図る必要が
あるもの

自然環境保全法第14条の原生自然環
境保全地域、同法第22条の自然環境保
全地域又は同法第45条第1項に基づく都
道府県自然環境保全地域として指定され
ている又は指定されることが予定されている
地域

出典：国土交通省資料
土地利用基本計画制度に関する検討会 第1回（平成28年1月28日）配布資料3「土地利用基本計画制度について」,P13
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土地利用基本計画制度に関する検討会、第1回（平成28年1月28日）配布資料3「土地利用基本計画制度について」,P10 P.8

（参考）土地利用基本計画の例

※「土地利用基本計画書」：土地利用の基本方針等を記述した文書、「土地利用基本計画図」：５地域を５万分の1の地形図上で記載したもの

⚫ 全国の土地利用状況は、5地域ごとに色分けされて地図上に整理されており、本データは、環境省、
および国土交通省のデータベースによる公開情報である。
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（参考）５地域ごとの土地利用制限

出典：国土交通省資料
土地利用基本計画制度に関する検討会 第1回（平成28年1月28日）配布資料3「土地利用基本計画制度について」,P12

⚫ ５地域ごとに、個別法ごとの指定区域・地域と、規制区域や行為規制等が定められている。
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対象地域 個別規制法等 規制区域

③

景観 景観法 景観計画区域

文化財
文化財保護法

史跡名勝記念物

周辺の埋蔵文化財包蔵地

自治体文化財保護条例 有形文化財

④ 国土防災

土砂災害防止法 土砂災害（特別）警戒区域

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す
る法律

急傾斜地崩壊危険区域

P.10

その他共通事項

「国土利用計画及び土地利用基本計画に係る運用指針（平成29年４月 国土交通省国土政策局）」によれば、
以下の土地利用規制の共通事項というべき項目についてもできる限り配意することが要請されている。

⚫ ５地域に加えて、以下の③、④を検討項目に追加。

① 公害の防止

② 自然環境及び農林地の保全

③ 歴史的風土の保存

④ 治山、治水等

このうち、概要調査における一時的な工事や、将来的な施設の建設に際して抵触すると考えられる③歴史的風土
の保存、④治山、治水等に関係する土地の利用制限として、文献調査段階では「景観、文化財、国土防災」に関
する指定の有無を調査する。
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（参考）国土利用計画及び土地利用基本計画に係る運用指針

指針の位置づけ

➢ 国土利用計画法に基づく国土利用計画及び土地利用基本計画の制度について、その趣旨・目的を踏まえた望ましい運用につい
ての原則的な考え方を示しており、同計画の運用については本指針に依るものとする。

➢ また、地域の実情等によっては、本指針で示した原則的な考え方によらない運用が必要となる場合もあり得るが、当該地域の実情
等に即して合理的なものであれば、その運用が尊重されるべきである。

国土利用計画について

➢ 国土利用計画制度の趣旨・目的・意義、具体的構成・内容及び、策定手続（手続上の留意点等含む）について、運用方針
が明示されている。

・意見聴取（法第 7 条第 3・4 項、第 8 条第 3 項）

・公表、報告、助言または勧告（法第 7 条第 5～8 項、第 8 条第 4・5 項）

・意見交換等の実施（関係機関への情報提供や同機関との意見交換）

土地利用基本計画について

➢ 土地利用基本計画制度の趣旨・目的・意義、具体的構成（手続上の留意点等含む）について、運用方針が明示されている。

・土地利用の調整等に関する事項（計画書）（第９条第３項等）

・五地域（法第９条第２項、第４項～第８号、令第２条）

・規制の基準としての役割（第10 条その他）

・個別規制法の規制の運用に際しては、土地利用基本計画に即した適正かつ合理的な土地利用が図られるよう措置する

とともに、公害の防止、自然環境及び農林地の保全、歴史的風土の保存、治山、治水等の土地利用規制の共通事項と

いうべき項目にできる限り配意することを要請（第10条）

・都道府県内部での部局横断的な調整（土地利用に関する調整会議）、公表手続きなど
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文献・データの収集と確認

⚫ 公開情報に基づき、文献調査地区の土地利用に関する個別規制法等の指定状況を机上調査し、
土地利用の制限の有無、並びに利用制限がある場合の許認可手続き等の整理を行う。

文献・データの
収集と確認

文献調査地区

● 『国土交通省・土地利用調整
総合支援ネットワークシステム
（LUCKY）』
● 『環境省・環境アセスメントデー
タベース（EADAS）』
● その他関連法・条例等

土地利用に関する
法規制状況を確認

都市地域

農業地域

森林地域

自然公園地域

自然保全地域

＜調査対象＞

公開情報からの収集・整理

その他共通事項

＋

①
土地利用が原則許可
されない地域

②-1
土地利用上の制限が
ある地域

＋
②-2
制限を解除するための
許認可手続き等

③
土地利用上の制限が
ない地域
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ご議論いただきたい事項

⚫ 文献調査段階（机上調査）における「経済社会的観点からの検討」
の範囲、内容は適切であるか。

① 文献調査段階では、処分場建設の観点で法規制上、土地利用が「原
則許可されない地域」の有無を確認。
（あわせて、土地利用制限がある場合の許認可手続き等と配慮すべき点を整理する）

② そのうえで「原則許可されない地域」がある場合には、概要調査地区等
の選定の際の検討事項に加える。

③ 現地調査に進む場合は、土地利用制限の状況に応じて、法規制等に
対応する。

【文献調査段階における「経済社会的観点からの検討」の考え方（案）】



機密性○（参考）５地域ごとの法令

都市地域（都市計画法に基づく指定地域）

➢ 都市地域は、一体の都市として総合的に開発・整備・保全する必要がある地域であり、「都市計画区域」、「準都市計画区域」とし
ての指定区域があり、規制行為の種類・規模を定めている。

都市地域

P.14

農業地域（農業振興地域の整備に関する法律に基づく指定地域）

➢ 農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要がある地域であり、都道府県が定める「農業振
興地域」には、長期にわたり総合的に農業振興を図る地域として、市町村計画に基づき「農用地区域」としての指定区域がある。な
お、同法において農用地等とは、農地、採草牧草地、混牧林地、農業用用地施設等が対象となる。

➢ 農用地区域は原則として農地転用が禁止されているが、同法では区域内での開発行為と許可基準について定めている。また、「農
用地区域」ではない「農業振興地域（１種、２種、３種）」および「農業振興地域外の農地」については農地転用許可制度に基
づき、個別に規制行為の種類・規模を定めている。

➢ また、「農地法」は優良農地の確保と計画的土地利用の推進をも目的として、農地を他用途に転用する場合、農業委員会での審
議を経て、道知事または指定市町村長への申請・許可を必要となり、４ha以上は農林水産大臣の許可を必要とする。同法に基づ
く農地の区分では、農用地区域内農地、甲種農地、第１～３種農地の区分があり、第２種、第３種農地以外については、農地
以外への使用（一時的な転用を含む）に関して制約がある。

① 農用地：農用地区域は農地の中でも生産性の高い農地であるため、他の用途として使用するためには「農業振興地域の
整備に関する法律」に基づく制約がある。

② 農地：農地については農地以外の土地利用計画との調和を図りながら 優良な農地を保全し、人々の食料を安定的に生
産する観点から、農地の転用や権利の移動については「農地法」に基づく制約がある。

農業地域
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森林地域（森林法に基づく指定地域）

➢ 森林地域は、林業の振興又は森林の有する諸機能の維持増進を目的に、「国有林」、「地域森林計画に係る民有林」および「保
安林」としての指定区域とがある。

➢ 「保安林」は、農林水産大臣が「水源かん養」、「土砂流出防備」、「魚つき」等の目的達成のため指定する森林である。この他、「国
有林」においては、生物多様性の核となる森林生態系を厳正に保全・管理するために「保護林」の区域、野生動植物の生息・生育
地の拡大と相互交流を促すために保護林同士を連結する「緑の回廊」の区域を設定している。

森林地域

P.15

（参考）５地域ごとの法令

自然公園地域

自然公園地域（自然公園法）

➢ 自然公園地域は、優れた自然の風景地であり、その保護および利用の増進を目的として、「国立公園」、「国定公園」或いは「都道
府県立自然公園」に区分され、指定・管理されている。

➢ 「国立公園」および「国定公園」内は自然環境や利用の状況を考慮して特別保護地区、第１種～第３種特別地域、普通地域、
海中（海域）公園地区の６区分に分けて、規制行為の種類・規模を定めている。また、「都道府県立自然公園」内は第１種～
第３種特別地域、普通地域の４区分に分けて、規制行為の種類・規模を定めている。

自然保全地域

自然環境保全地域（自然環境保全法）

➢ 自然環境保全地域は、自然環境保全や生物多様性の確保を目的に、「原生自然環境保全地域」、「自然環境保全地域」、「沖
合海底自然環境保全地域」および「都道府県自然環境保全地域」に区分され、指定・管理される。
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景観、文化財、国土防災等に関する土地の利用規制

P.16

景観

➢ 景観法においては、地域における景観行政を担う主体として「景観行政団体※」という概念を設けている（法第7条）。この景観行
政団体は、良好な景観の形成に関する基本的な方針、行為の制限に関する事項等を定める計画として、地域の「景観計画」を策
定している（法第8条）。
「景観計画」の中で、良好な景観の形成を図るための区域として「景観計画区域」を指定しており、「景観計画区域」を対象として、
景観重要建造物、景観重要樹木、景観協議会、景観協定等の規制・誘導の仕組み、住民参加の仕組み等の景観法に基づく措
置がなされている。
※：景観行政団体：政令市、中核市、都道府県（その他の市町村は都道府県知事との協議・同意により景観行政団体になる

ことが可能）

文化財

➢ 文化財保護法の基づき、文化財の保存・活用に関する総合的な施策の方針として都道府県は「文化財保護大綱」を策定している
（法第183条の2第1項）。この中で、文化財の保存・活用の体制や、国指定文化財、自治体指定文化財、国選定文化財、国
登録文化財及び国選択文化財が示されている。また、市町村においては「文化財保存活用地域計画」を作成し、文化庁長官によ
る認定を受けることができるとされている（法第53条の2）。
国指定等文化財の現状変更等にはその都度国の許可等が必要とされ、また、「文化財保存活用地域計画」に記載された保護・活
用方針に留意する必要がある他、土木工事等を計画している場所に、周知の埋蔵文化財包蔵地の範囲内であるときは、文化財
保護法の規定により工事（土木工事等）に着手前に地元教育委員会への届出が必要である。

国土防災

➢ 土砂災害防止法に基づき、都道府県は土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を指定する。土砂災害特別警戒区域
内では、居室を有する建築物（家）の構造が規制される。また、砂防法に基づく「砂防指定地」、地すべり防止法に基づく「地すべり
防止区域」、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく「急傾斜地崩壊危険区域」において、法や都道府県条例で
定める規制行為を行う場合は、都道府県知事の許可が必要である。

（参考）その他共通事項の法令



機密性○

P.17

（参考）地熱発電事業に係る主な関係法令(1/2)

法令 手続き 所管

温泉法 温泉の掘削の許可等手続 環境省

環境影響評価法 環境影響評価手続 環境省
経済産業省

急傾斜地の崩壊による災害
の防止に関する法律

急傾斜地崩壊危険区域内の行為許可手続 国土交通省

建築基準法 建築確認申請手続 国土交通省

高圧ガス保安法 高圧ガス貯蔵所設置届出手続 経済産業省

国土利用計画法 土地売買等の契約届出手続 国土交通省

砂防法 砂防指定地内行為許可等手続 国土交通省

地すべり等防止法 地すべり防止区域内の開発前許可申請手続 国土交通省

自然環境保全法 自然環境保全地域等内での開発許可申請等手続 環境省

自然公園法 行為許可申請等手続 環境省

消防法 消防法に基づく申請等手続 総務省

森林法 林地開発許可等手続 伐採及び伐採後の造林の届出手続 農林水産省

出典：事業計画策定ガイドライン（地熱発電）２０２３年４月改 訂 資源エネルギー庁」,P31,32

・「 」：予め、法規制上、土地利用が「原則許可されない地域」の有無を確認する必要があるもの

・「 」：個別具体的な地点において、“許可”等を得る必要があるもの （NUMOによる分別）

・「太字」：国土利用計画に基づく5地域ごとの個別法、及び「国土利用計画及び土地利用計画に係る運用指針」に示された個別規制法等にあたるもの



機密性○

P.18

（参考）地熱発電事業に係る主な関係法令(2/2)

法令 手続き 所管

絶滅のおそれのある野生動植
物の種の保存に関する法律

国内希少野生動植物種の捕獲等の許可手続
生息地等保護区の管理地区内等における行為許可等手続

環境省

鳥獣の保護及び管理 並びに
狩猟の適正化 に関する法律

特別保護地区内における行為許可手続 環境省

電気事業法
（ 電気工作物の場合）

供給計画の届出手続、保安規程の届出手続、主任技術者
の選任及び届出手続、工事計画の届出手続（公害防止に
関する手続を含む）、安全管理検査手続（使用前、溶接、
定期）等

経済産業省

道路法 道路の占用許可等手続 国土交通省

道路交通法 道路使用許可等手続 国土交通省

都市計画法 開発許可手続 国土交通省

土壌汚染対策法 土地の形質変更に係る届出手続 環境省

農業振興地域の整備に関す
る法律

農用地区域からの除外手続 農林水産省

農地法 農地転用許可等手続 農林水産省

文化財保護法 埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出手続
史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更の許可等手続

文部科学省

出典：事業計画策定ガイドライン（地熱発電）２０２３年４月改 訂 資源エネルギー庁」,P31,32

※ 掲載した関係法令は、あくまで参考として例示したものであり、申請者の責任において、 法令を所管する行政機関に照会する等により、遵守すべき
法令及び関係手続について の最終的な確認を行うこと。


